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序章

現在、日本は財政不況に陥っており、少子高齢化、年金問題など、多くの暗い問題を抱えながら運営されてきている。今、日本経済の国際競争力が求められる中、このような多くの問題を抱えている日本にとって、これはとてもではないが難しい。GDP(国内総生産)をあげるため、国は資金を企業に分配するが、多くの資金援助は見込めない。国は公債の利払い費などで、多くの歳入は消えてしまうからである。このように政府からの援助が十分でない中、日本経済はどう競争力をつけていくべきなのであろうか。この論文では、労働市場の視点から現在の日本を考えていく。

戦後、日本経済は高度成長を遂げ、国民はその恩恵を受けた。その過程で、産業構造は変わり、それに伴い就業構造も大きく変化した。第1次産業（農林漁業、鉱業）の就業人口の割合が激減し、第２次産業（建設業、製造業）や第3次産業（運輸・通信業、卸・小売業、飲食店、不動産業、サービス業など）の就業人口の割合が増加した。1970年以降は第2次産業の就業者の割合が横ばい傾向なのに対し、サービス経済化に伴って第3次産業の就業者の割合が増加している。バブル崩壊を契機に、企業内就業者構造も大きく変化していった。企業は利潤拡大をめざし、労働者へ支払う人件費の削減を行い、リストラや雇用の非正規雇用化を進めたのである。これは様々な部門で影響を受けることとなる。

必要な労働力を非正規社員として雇用する傾向は年々増えてきている。厚生労働省の調査によると、フリーターの数は1992年には101万人であったものが、2003年には217万人と約10年間に2倍の速度で増えてきている。フリーターという非正規社員として働くことは、あまり世間では良くは捉えられない。だが実際、フリーターをなくしていくための社会全体の支援システムも十分に行われておらず、フリーター問題の議論点は現在、後者に向けられているところが多い。社会支援システムの充実を図っていくには国からの資金投入が必要であるが、現在の日本の国家財政には十分に予算として払えない状況である。今後の日本経済は、増加する非正規雇用者に対して、どう対応していくべきなのであろうか。

１．　労働市場においての非正規雇用者の現状

1-1.　非正規雇用者の定義

非正規雇用者とは、15～34歳の年齢層(学生・主婦を除く)のうち、パート・アルバイト(派遣を含む)及び働く意思のある無職の人のこと。働く意思はあっても正社員としての職を得ていない契約社員・派遣労働者も含まれる。(丸山, 2004, p.23)

1-2.　労働市場の現状

　日本の労働市場では、長期の不況のもとで企業が雇用を減らし、90年代以降、完全失業率が大きく増えてきた。また、非正規雇用者数の拡大がある。就業していても常勤ではなく、当然のことながら、収入も正規の従業員に比べて低い就業者が増えている。下の図を見てわかるように、パート、派遣社員などの比率は1987年から2002年までの15年の間にほぼ10%、1997年から2002年までの5年間で4％上昇し、2002年の時点では、全雇用者の約23%を正規の社員・従業員・役員以外の就業者が占めている。このうち、この数年で次第にこの割合が浸透し、法律改正によって職種規制が大幅に緩和されてきているが，派遣労働者が今後、さらに急増する可能性がある。全雇用者に占める割合はまだ低いが、派遣労働者を受け入れる企業は大きく増える傾向にあるのである。
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　非正規雇用の収入についてであるが、UFJ 総合研究所の調査によると、正社員は平均年収387万円に対して、非正規雇用者の平均年収は106万円しかない。正社員は人件費が多くかかるので、雇う側の企業が、高度な技能を必要としないような職種は、できるかぎり賃金の安い労働力で置き換えたいのは、当然である。

また、正社員として雇われたとしても、それほど安定的ではないという調査結果がでてきている。2004年3,4月に新入社員を対象に行われた調査によると、「フリーターになるかもしれない」と答えた人は35％、「フリーターになってもかまわない」と答えた人は21％、「将来、正社員を辞めてフリーターになる可能性がある」と答えた人は31％であった。この結果から、労働市場にいる新入した正社員も仕事に対しての曖昧な不安を抱えている状況である。

２．　企業の中の非正規雇用者

日本の労働者において、非正規雇用者が占める割合は、2003年では約3分の1の32.3%となっている。少し前になるが、1997年には正規の職員・従業員から、就業異動した者のうち35.5%(約211万7千人)が非正規就業者に転換し、また、非正規雇用者から就業異動したもののうち、正規雇用の職員・従業員に転換できたのは、24.8%(113万4千人)となっている。さらに、雇用者に占める非正規就業者の割合を男女別に見ると、1997年から2002年にかけて、男性は10.1%から14.8%、女性は42.2%から50.7%、男女平均すると、26%から32%と大幅に増加している。これは正規雇用者の低下を表し、長期的に見ても、非正規雇用者も増加は顕著である。このことは企業にとって、どのような影響をもたらすのか。また、企業の非正規雇用に対するメリット、デメリットはどのようなものなのかを検証していく。

企業からみた非正規雇用のメリットの一つ目として、安い賃金で労働者を雇うことができるということである。厚生省「賃金構造基本統計調査」によると、非正規社員は正規社員に対して、約50%の賃金しかかからないと記載してある。企業は非正規雇用者対して、休日手当て・解雇手当・退職金などなどの社会保障費を払わなくてもよいのである。よって、雇用費の余剰の費用を設備投資や新たな開発・研究に充てることができるのである。さらに、企業の社会的責任(CSR)を高めるための費用にも使えるのである。具体的に企業の社会的責任を高める活動として、貧困の国への援助や、環境を守るための生態系の保存等に貢献する活動などが挙げられる。このような活動は、社会貢献をすることにより、その企業全体のイメージアップが図られ、さらに企業間の差別化も図られ、その企業全体の競争力の向上に努められるのである。

二つ目として、企業は非正規で雇用するにあたり、雇用者の労働時間を自由に決めることができる。正規社員なら例えば、９時から１７時までの労働時間が主となりうるが、非正規で雇った場合には、2４時間営業のコンビニエンスストアやファミリーレストランでは、正規雇用者では働けなかった時間帯を非正規雇用者に担当させ、正規雇用者の労働時間外部分の労働力をカバーすることができるのである。また、業務が多忙の時期になると、労働力の補強として、非正規雇用者を使うことができるのである。

メリットの三つ目として、企業と労働者の労働取引の不確実性、複雑性を改善することにある。ここでいう不確実性、複雑性とは、たとえば、正規雇用者は企業に入社するときに、営業や経理など専属の部署は伝えられるかもしれないが、仕事の内容ははっきりわからない。しかし、非正規雇用の場合、面接のときには、レジ担当や接客担当など仕事の内容がはっきりと伝えられるのである。このことをここでは、不確実性、複雑性という言葉を用いて説明した。では、なぜ不確実性、複雑性が改善するかというと、非正規雇用で雇われた雇用者は仕事を探すときに仕事の業務内容が明確に示されており、あまり問題が起きないからである。正規雇用で雇う場合、企業は雇用者に対して仕事の内容を明確には規定しておらず、不完備的に契約する。そのあとから、事後的に仕事の内容を決定していくのである。なので、企業側もその仕事の業務(レジならレジ、接客なら接客など)をしたいと思う人を正規雇用よりもより効率的に雇えるので、企業にとってはメリットなのである。

このように、非正規雇用には企業にとってのいくつかのメリットがある。だが、企業側からみると、非正規雇用は非効率になる場合も多くある。次に、企業から見たデメリットについて述べていく。

デメリットの一つ目として、非正規雇用者にかけた人的投資コストが回収できないということだ。非正規雇用の場合、正規の雇用者に比べ雇用期間が短いために、新しい人材の育成を行っても途中で辞めてしまう場合が生じ、企業にとっては結果的に非効率となってしまう可能性がある。

二つ目としては、非正規の雇用において契約取引のたび、取引コストが多くかかってしまう可能性がある。正規社員として雇った場合は長期で雇われるため、契約取引の費用はあまりかかない。だが、非正規として雇用する場合は、契約期間が短く、その分だけ雇用する企業側にとっても、契約取引の度ごとの取引コストがかかってしまうのである。

三つ目は会社への帰属意識の低さから起こる生産性の低下である。詳しく見ていくと、企業が非正規雇用で雇うとき、どうしても正規社員との身分の差別化が行われる。そのことによって、非正規雇用者は会社への帰属意識が低下し、やりがいの喪失につながりかねない。そのことにより企業としての生産性が低下して、企業にとってデメリットになるのである。

3． 政府・家計に対する非正規雇用者の影響

3-1.　政府に対する非正規雇用者の影響

では、政府から見たら、非正規雇用者はどんな影響があるであろうか。まずメリットとしては、非正規雇用者が増えると、政府にとっては経済の活性化という利益がある。企業は非正規雇用者を正社員よりも低い賃金で雇えることから、全体の労働者は増え、生産性は向上し、利潤拡大を実現させる可能性が生まれる。政府が企業に対して課する税の中に、法人税という税目がある。これは企業の利潤に対して課されるものである。企業が高収益をあげられればより高い税収を政府は得ることができるのである。

　デメリットの一つ目としては、政府の税収の減少が挙げられる。所得税・住民税は個人の所得によって納税額が異なるため、消費税も所得が少ないと消費水準が低下するために納税額は減少する。非正規雇用者は所得が低く、正社員と比べて1人当たり所得税が年間12万円、住民税で5万円、消費税で9万円、合計で26万円も納税額が少ないのである。現在の国の債務残高は670兆円となっており、歳入の不足は財政をさらに悪化させる可能性がある。

二つ目には保険料の不足が挙げられる。日本の保険制度のうち、公的年金には20歳以上の国民すべてが加入を義務付けられる国民年金、民間企業に勤めるサラリーマンが加入する厚生年金、企業によって加入する企業年金の3段階がある。正社員は最低でも厚生年金までは支払わなければならないのに対し、非正規雇用者は国民年金以外支払う義務がないので、1人当たり年間で10万円近く納めている額に差がある。しかも、正社員は給与から天引きされているため取り漏れがないが、非正規雇用者の所得に対する社会保険料の割合が約12%とかなり重いために、未納する者が増えている。これによりさらに保険料の徴収額が減っている。

三つ目として、消費の不足が挙げられる。先ほども述べたように、所得が低いと消費も少なくなる。正社員の消費は年間約283万円であるのに対し、非正規雇用者の消費は約104万円と、1人あたり179万円抑えられてしまう。2003年の時点で、非正規雇用者が1504万人いるため、消費は本来よりも年間27兆円減少することになり、これは名目GDPの2%に相当する。

四つ目に、貯蓄の不足が挙げられる。正社員は年間約76万円の貯蓄があるのに対し、年収100万円台の非正規雇用者はほとんど貯蓄がないと仮定すると、非正規雇用者が正社員になれないために、減少する貯蓄は年間で約3.2兆円減少する。家庭の貯蓄が低下し、さらに社会保険財政の悪化によって政府の貯蓄も減少するとなると、貯蓄不足となり、今後の財政危機が危ぶまれる。日本の貯蓄不足は海外の貯蓄超過で埋められるため、経常収支が赤字になりうる。経常収支が赤字になると、今までの債権が取り崩され、さらに債務国となり経常収支の赤字が拡大するという悪循環に陥る。さらに、財政赤字や家計の資金不足は金利をも上昇させる。貯蓄が低下して金利が上昇すると、資金不足な上に高金利が重なってしまい、投資が減少してしまうのである。

五つ目は、少子化問題である。所得が少ないために生活が安定せず、結婚・出産に踏み切れない人が増えている。すると少子化に拍車がかかり、少子化の進行は次世代の税金・保険料・消費・貯蓄の担い手が減少をもたらしうるのである。高齢化も進んでおり、これから貯蓄を減らしうる高齢者負担の増加と、貯蓄を積み立てるべき若者の減少は経済活力を低下させることになる。

3-2.　家計においての非正規雇用者の影響

　非正規雇用者、ここではフリーターを例として用い、述べていく。フリーター自身からの視点、フリーターのいる家計からの視点の２つから考えていこうと思う。

　フリーターという職業分類は現在、多く非難されることが多い。実際、フリーター自身からみると、その職業選択は積極的選択と消極的選択に分かれる。何らかの意志があり、自発的にフリーターになった者と、やむをえずフリーターとなってしまった者などがいるのである。ここでは、各個人の意志に介入した考察は無謀であるので、今回の論文では割愛する。

　では家計全体においては、フリーターはどう影響を及ぼすことが予想されるのであろうか。

まず、フリーターには正規社員に比べて、失業保険などの給付がない。そのため仕事を失うと収入も失うということになる。正規社員は、リストラなどの会社の都合で辞めただけでなく、自己の都合で辞めたときも保険の期間は短いが、失業保険を受けることができる。しかし、フリーターは別である。フリーターは仕事を辞めたら、最後の給料が出てから次の仕事の給料をもらえるまでの間、生活していけるだけの貯金が必要となる。しかし多くのフリーターは、そうした貯蓄が多くはないのが現状である。仕事を続けることが生活の生命線になってしまうのである。また、年金の給付に関しても影響を受ける。基礎年金は支給されるが、厚生年金・厚生年金基金は支給されない現状である。このように、現在着実に進行しうる高齢化に対し、長期的に日本の生活環境が悪化し、貧困化が避けられないグループが発生してしまうことが問題視される。

次に、平均所得の低下による問題が懸念される。上記でも述べたように、平均年収が少ないために、可処分所得が少なくなり、家計という消費者の需要も減り、生産者側の企業にも多くの打撃を与えてしまうのである。

そして、家庭内ではパラサイトシングルと呼ばれる、親と同居を続ける未婚者の形態による問題がある。この形態の原因として、自立心の欠如が問題視される。また、この形態を是とする家庭の意識の変化も疑問視されうる。

親と同居する未婚者の増大は親への依存という要素以外に、兄弟の数の減少・親の希望・都市部では家賃等が高いという住宅問題・職場と自宅との近接・身体が弱った親の介護問題など、様々な要因があるものと考えられる。少子化傾向に対する影響やその度合いについては必ずしもはっきりしない。ただ、家事について親に依存したり、同居により生活費等の経済的メリットを受けたりしている人も多いと考えられることから、独立した生活への意欲を弱めている面があることは否定できないのである。
最後に、最も懸念されるのが、少子化の促進である。平均年収が少ないため、結婚して完全に自立していくという形態が難しく、晩婚化が進むのである。

わが国の出生の動向について厚生労働省「人口動態統計」から、その特徴を説明しつつ、出生数の減少や合計特殊出生率の低下を招いている出生動向の変化を指摘してみる。
　日本人の平均初婚年齢は、2003年で、夫が29.4歳、妻が27.6歳と、以前と比べて高くなっている。初婚年齢が上昇することは、「晩婚化」と呼ばれている。1975年には、夫が27.0歳、妻が24.7歳であったので、約30年間に、夫は2.4歳、妻は2.9歳、初婚年齢が高くなっている。
　晩婚化の傾向は最近になって、さらに速度が速まっている。たとえば、妻の平均初婚年齢をみると、1977年には25.0歳であったのが、1992年には26.0歳と、1.0歳上昇するのに15年かかったのに対して、2000年に27.0歳になるまでには８年間しかかからず、晩婚化の速度が速くなっている。
さらに、男女の結婚意識の変化に伴い、未婚化も進んでいる。

20～30歳代の未婚率の上昇に伴い、男女ともに平均初婚年齢が上昇する晩婚化が進展している。晩婚化は出生年齢を引き上げることから、晩婚化の進展中は、出生率が低下する傾向となる。
　1980年代後半から合計特殊出生率の低下が社会的に知られ始めたが、当時は、晩婚化の進展による「出産の先送り現象」のために、一時的に出生率が低下したものであり、いずれ晩婚化傾向が一段落をすれば、出生率は回復するであろうと認識されていた。しかしながら、2000年になっても晩婚化は進展中である。
20～30歳代の未婚率の上昇等により、生涯未婚率（50歳時点で結婚していない人の割合）も近年上昇している。1980年では男性2.6％、女性4.5％であったのが、2000年には、男性12.6％、女性5.8％となっている。
　国民の全てが結婚をするという「皆婚社会」が、いまや崩れつつある状況に至っているのである。さらに、国勢調査によれば、20～34歳の未婚率は、1950年から1980年頃までは、男性が約50％、女性は約33％と、さほど変化がなく推移をしてきた。しかし、1980年代後半から未婚率が上昇傾向となり、2000年には、男性68.2％、女性55.5％となっており、結婚していない人の方が多くなっている。
フリーター人口の増加に比例して、未婚率は上昇していく恐れがあり、出生率の低下が予想される。これは、現在の少子化問題をさらに拡張させる可能性がある。

このように、フリーター人口が増加することにより、家計への打撃、さらには国を取り巻く問題がさらに深刻化していく現状にある。

4． 非正規雇用者と今後の日本経済

4-1.　理論による投資の側面からの検証

　非正規雇用者は今も増加傾向にあり、国は財政不況の中、今後の日本経済は成長をすることができるのであろうか。できるのであれば、どうすればよいのであろうか。これからそれを、理論を使った検証を行い、また現実における対策を考えてみよう。

　まず、理論を使った生産要素増大のための投資から見てみよう。企業が非正規雇用者を低賃金で雇うことができる、というのは先ほども述べた通りである。それによって浮いたコストを投資に利用したらどうであろうか。

生産量というのは資本量と労働量の2つの生産要素のみに依存する関数で表され、生産技術は不変であると仮定する。これにより、生産要素がそれぞれ同じ比率で増加したら生産量も同じ割合で増加するということになる。労働者一人当たりの生産量を見てみると、資本量さえ増加すれば生産量も増えるが、どちらか一方ばかりが増加するとしだいに生産量の増加率が小さくなる収穫逓減が起きてしまう。財市場が均衡しているとき投資額と貯蓄額が等しくなり、貯蓄額は国民所得の一定の割合となるという仮定で考えると、資本ストックに対する投資の割合と一人当たりの資本に対する一人当たりの生産量の割合は等しくなる。投資は資本ストックの増加分にあたるので、前者は資本ストックの増加率、後者は保証成長率という。保証成長率というのは財市場の需給を常に均衡させる成長率のことである。つまり、資本ストックが増加するとそれを完全利用すれば財市場を均衡させる成長率も同じ割合で増加するということになる。

　財市場を均衡させ、さらに完全雇用も達成されるということは、現実的にできるであろうか。労働市場では完全雇用が成立していると仮定し、毎年の労働増加率は一定だとする。この成長率を自然成長率という。財市場の均衡と完全雇用を達成させるには、保証成長率と自然成長率が等しくなればよい。これを満たしているときの経済は均斉成長という状態であるという。もしも現時点で資本の成長率が労働の成長率を上回っているときには、資本のレンタル料が賃金に比べて相対的に安価になるため投資が増えて資本が増加するので労働に対する資本の割合は増加し、資本の成長率が下回っているときには労働が資本よりも豊富なため、賃金のほうが相対的に安価になり、労働に対する資本の割合は低下する。すると、労働と資本の比率がどんな値であろうと、最終的には保証成長率と自然成長率が一致する値にまで自動的に変化する。これは、豊富な生産要素は安く、希少な生産要素は高くなるというマーケット・メカニズムが働いているということを仮定としているが、この仮定の下でなら、財市場が均衡し、完全雇用が達成された状態で経済成長ができるということになる。

　以上のことから、非正規雇用者を雇うことによって浮いたコストを投資に利用すれば保証成長率が上がるので、成長を遂げることができる。ここでは技術進歩がない場合の説明であったが、技術進歩があれば自然成長率も上がるのでより大きく成長でき、人々の生活水準も上昇する。

4-2.　現実における今後の課題

次に現在の少子高齢化が進んでいるわが国の状態を考慮した、今後の対策について考えてみよう。

人口が減少し、少子高齢化が進展する今後の経済社会を展望すると、一定の経済成長を確保し、経済社会の活力を維持していくため、みんなで働き支え合っていくことを目指す必要があり、より多くの人々が意欲を持ち、能力を発揮できるように努めていくことが社会全体の課題となっている。意欲の保持と能力の発揮という観点から、若年者、高齢者、女性について分析すると、若年者については、意欲を高め自立を促す取組、高齢者については、高い就業意欲に応え健康に働き続けることに向けた取組、女性については、その就業意欲に応えることのできる社会を目指していく取組が重要である。また、人口減少・少子高齢化時代における企業経営と人事戦略については、多様な選択肢の提供、能力開発機会の提供、適切な能力評価の実現などが大切である。また、今まで、非正規従業員の割合が継続的に高まってきたが、今後は、正規、非正規の効果的な組み合わせについて、企業においても検討が深まることを期待し、さらに、非正規従業員の増加が、労働者の職業能力の面での二極化、ひいては所得の面の二極化を生み出す危険を意識しながら、社会全体として、正規、非正規の組み合わせや、そうした区分のあり方そのものについても、議論を深めていくことが求められる。労働政策は、「みんなで働く社会」を目指し、まず、働き方の見直しと仕事と生活の調和、次に、意欲と能力の発揮に向けた職業能力開発の充実、さらに、労働市場政策の総合的な推進、に取り組むとともに、より多くの人々が様々な形で働くことができる、雇用システムの創造にむけて、努力を重ねていくことが大切である。

（人口減少社会における労働政策の主要課題）

我が国は、間もなく人口が減少する時代を迎えるが、今後も、経済社会の持続的発展が不可欠である。そのためには、より多くの人々が意欲をもって働くことで労働力率を高め、その持てる能力を十分に発揮することで高い労働生産性を実現していくことが重要である。一人ひとりが、仕事を通じて社会とのつながりを深め、その持てる能力を十分に発揮することで豊かさを実現していく「みんなで働く社会」を目指し、労働政策は、以下の主要課題に取り組むことが求められる。

［働き方の見直しと仕事と生活の調和］

社会を構成する一人ひとりが、それぞれの仕事を通じて社会とのつながりをもち、みんなで働き支
え合っていくことができるよう、今までの働き方を見直し、仕事と生活の調和を図ること、である。仕事と家庭の両立支援などを通じて、仕事と生活の調和が保たれるような働き方を実現していくことによって、女性や若者をはじめ、より多くの人々が、意欲を持ち、働くことができるとともに、高齢者に、多様な就業や社会参加の場を用意することによって、健康で、社会を支える側に回るように促していくことができる。今までの働き方を見直すことによって、労働者一人ひとりが、職業生活全般を通じてバランスよく働くことができ、より長く、より深く社会とつながりを持つことができるよう、社会的な取組や支援を充実させていくことが重要である。
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終章

ここまで非正規雇用者増大の現状と、今後の課題ついて見てきた。非正規雇用者の増大は少子高齢化問題と密接に繋がっており、現在の状況はわが国にとって、とても好ましいとは言うことはできないが一概に悪いことばかりとも言えない。非正規雇用者によって生み出されるメリットを生かし、現在の状況をしっかりと受け止めつつ、国の競争力をあげるためには、社会全体で正規雇用者と非正規雇用者の効率的なバランスの検討・能力開発の対策など、現在のシステムを見直し、取り組みや支援を行うことが必要である。また、それにより労働者一人ひとりが個人と社会とのつながりを意識し、労働意欲を高めることと同時に生産性も高めることが重要である。今後、どのようにしてそれを実現していくのかがわが国の課題であると、私たちは考えた。
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